
札幌市の「相談支援」
と「協議会」
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「人材育成」と「スキルアップ」研修 新任職員研修

さっぽろ地域づくりネットワーク ワン・オール

林 健一

１．制度の変遷と相談支援事業

２．札幌市の相談支援体制

３．札幌市の協議会



基幹相談支援センターは、障害者総合支援法【通称】第７７条
の２に規定されている施設です。

「ワン・オール」は、札幌市障がい者相談支援事業実施要綱の
第９条（機能強化）に設けられた、基幹相談支援センター運営業
務に基づいて実施されます。

さっぽろ地域づくりネットワーク
「ワン・オール」

「ワン・オール」は、札幌市の、

基幹相談支援センター
です。
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出典／障害保健福祉関係主管課長会議（令和6年3月）資料5
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基幹相談支援センター 札幌市の場合

① 委託相談支援事業の支援業務

② 計画相談支援の推進業務

障害児相談支援の推進業務

地域相談支援の推進業務

③ 障がい当事者による相談支援活動の支援業務

④ 札幌市自立支援協議会の事務局業務

⑤ その他

①～⑤の業務は、別々の動きではなく、

すべて連動していくし、行政との協同で行われる。
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①－１市外からの転入ケース

①－２医療保護入院中等の退院請求ケース

①－３ケースの引継ぎ

①－４各区指定相談と委託相談の意見交換会

② 計画相談支援等マニュアルの改訂＋α

③－１ピアサポーター活用業務

③－２ピアサポーター交流会

④－１市域協議会と相談支援部会事務局

④－２各区地域部会オブザーバー参加

⑤－１誰もが住みやすいあんしんのまちコーディネート業務

⑤－２研修や会議の開催／協力／参加
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基幹相談支援センター 札幌市の場合



社会福祉法人 あむ

基幹相談支援センターの運営体制

『さっぽろ地域づくりネットワーク
ワ ン ・ オ ー ル』

運営委員会
（札幌市自立支援協議会・同相談支援部会・札幌市障がい福祉課など）

令和8年度

入
院
者
権
利
擁
護
推
進
事
業

ピアサポーター（非常勤3名）

誰
も
が
住
み
や
す
い
あ
ん
し
ん
の
ま
ち
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
業
務

災害時の支援体制
近隣による手助け等

ピアサポーター
活用業務
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当初は想定なし
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引
き
継
ぎ

依
頼１)委託相談支援事業所で利用登録

がされている場合。

２)利用登録がされていない場合。
①市外からの転入で、転入したい
地区が限定されているとき
②病院、入所施設、生活保護施
設、更生保護施設等利用者の地
域移行等に関わる相談。

１)市外からの転入に伴う相
談で、札幌市内で居住する
地区が決まっていないケー
ス

２)札幌弁護士会から依頼の
あった医療保護入院等の退
院ケース

相談者

ワン・オール

個別相談支援

委託相談支援事業所

個別相談支援の依頼・引継ぎのイメージ図
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個別相談支援の依頼・引継ぎのイメージ図
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※１ 札幌市内に転入後、障害福祉サービス等の利用
を想定されている場合、転入前の地元相談支援事業
所の協力が必要になります。特に、グループホーム等
の居住地特例対象サービスでは、転入前居住市町村
でのサービス利用申請を行う必要があり、更にセルフ
プラン不可の市町村では計画相談支援等による計画
作成を、転入前居住市町村所在の相談支援事業所に
依頼する必要があります。従って、転入前居住市町村
所在の相談支援事業所から、ワン・オールへご連絡を
頂けると、札幌市内に転入を希望されるご本人にとっ
ても、関係機関にとっても負担感（たらいまわし感等）を
軽減できる場合があります。

市外からの転入に伴う相談で、札幌市への転入前で
転入する地区が決まっていない場合について、委託相
談支援事業所に直接の依頼があり得ますが、ワン・
オールに繋ぎ直し（ご紹介）いただく際は、可能であれ
ば、転入前居住市町村所在の相談支援事業所から、
ワン・オールにご一報いただけるようにお伝えいただけ
ると助かります。

※2 ワン・オールと委託相談支援事業所の役割分担

を、一概に行うことが難しい場合として例えば、札幌市
へ転入するご本人のご家族が既に札幌市内に居住さ
れている場合等は、ご家族からの相談として、ご家族
が居住されている地区の委託相談支援事業所でご対
応いただいている場合もあります。たらいまわし感等を
できる限り考慮し、状況に応じて当所にもご相談くださ
い。



個別相談支援の依頼・引継ぎのイメージ図
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※3 委託相談支援事業所に、入院

中のご本人から退院請求（ご本人は
退院希望で、精神科病院が退院を認
めない状況のため申立てを希望）の
相談があった場合は、札幌弁護士会
高齢者・障害者支援センターホッとの
ご紹介（電話相談の促し）をお願いし
ます。その後必要に応じて、ホッとか
らワン・オールに支援依頼をいただい
ています。



札幌市の真ん中、ススキノの近く。

建物は、元定時制高校でした。

〒064-0808
北海道札幌市中央区南8条西2丁目
市民活動プラザ星園302号
TEL  011-213-0171 / FAX  011-213-0172
MAIL   sapporo@one-all.net

近くにお越しの折には、ぜひお立ち寄りください。
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近く←
移転
予定
です。



１．制度の変遷と相談支援事業
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「ノーマライゼーション」理念の浸透

【H15】

【S56】
障害者基本法

（心身障害者対策基本法
として昭和45年制定）

障
害
者
自
立
支
援
法
施
行

【H18】

障
害
者
総
合
支
援
法
施
行

支
援
費
制
度
の
施
行

精神衛生
法から精神
保健法へ

【S62】

精神薄弱者福
祉法から知的障
害者福祉法へ

【H10】

精神保健法か
ら精神保健福

祉法へ

【H7】

利用者が
サービスを選択
できる仕組み

３障害
共通の制度国

際
障
害
者
年

完
全
参
加
と
平
等

心身障害者対策基本法
から障害者基本法へ

【H5】

“

”

障害者基本法
の一部改正

【H23】 共生社会の
実現

【H25.4】

障
害
者
自
立
支
援
法
・

児
童
福
祉
法
の
一
部
改
正
法
施
行

【H24.4】

難病等を
対象に

障害保健福祉施策の歴史

障
害
者
総
合
支
援
法
等

一
部
改
正
法
成
立

【R4.12】

「生活」と「就労」
に関する支援
の充実など

改
正
法
の
施
行

【H30.4】
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身体障害者福祉法
（昭和24年制定）

知的障害者福祉法
（精神薄弱者福祉法
として昭和35年制定）

精神保健福祉法
（精神衛生法として

昭和25年制定）

地域社会に
おける共生の実現

地域生活
を支援

発達障害
を対象に

（H22・12）

難病等を
対象に

相談支援の充実、
障害児支援の

強化など平成３０年度 相談支援従事者指導者養成研修会 を 一部加筆修正

改
正
法
の
施
行
・報
酬
改
定

【R6.4】

児
童
福
祉
法
等
一
部
改
正
法
成
立

【R4.6】



措置制度から支援費制度へ（H15）

支援費制度の意義

多様化・増大化する障害福祉ニーズへの対応
利用者の立場に立った制度構築

措置制度（～Ｈ１５）

行政

事業者
障害者

事業者を特定 サービス内容
を決定

行政からの受託者と
してのサービス提供

行政

事業者 障害者
事業者を選択

契約による
サービス提供

支給申請
支給決定

支援費制度（Ｈ１５～Ｈ１８）

＜措置制度＞
行政がサービス内容を決定
行政が事業者を特定
事業者が行政からの受託者
と してサービス提供

＜支援費制度＞
障害者の自己決定を尊重
（サービス利用意向）
事業者と利用者が対等
契約によるサービス利用

報酬支払
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平成３０年度 相談支援従事者指導者養成研修会



障害者への相談支援事業の経緯

平成15年 障害者支援費支給制度開始
措置から契約へ

相談支援事業一般財源化
国の補助事業から市町村事業へ

平成18年 障害者自立支援法施行
障害者相談支援事業開始（相談支援事業が法律に明記）
サービス利用計画作成費

平成24年 障害者自立支援法改正
相談支援体系の見直し
特定相談支援
一般相談支援
障害児相談支援 の創設

平成2年〜8年 身体・知的・精神各相談支援関連事業開始
身体障害者：市町村障害者生活支援事業（平成8年）
知的障害者：障害児（者）地域療育等拠点施設事業（平成2年）

→障害児（者）地域療育等支援事業（平成8年）
精神障害者：精神障害者地域生活支援事業（平成8年）
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令和元年度相談支援従事者指導者養成研修 一部加工
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令和６年度 厚生労働省障害者地域生活支援体制整備事業「オンライン研修」研修資料



相談支援事業（札幌市の場合）
•基幹相談 基幹相談支援センター を委託

⇒ 委託費（年間でいくら）

•委託相談 障害者相談支援事業 を委託

⇒ 委託費（年間でいくら）

•指定相談 次の事業 の指定
特定相談支援事業所 －計画相談支援

障害児相談支援事業所－障害児相談支援

一般相談支援事業所 －地域相談支援

計画を書いたりモニタリングをしたり 等など

⇒ 給付費（１回（人／月）いくら）
ただし、支給決定の内容や加算の要件を満たさない分の給付費は発生しない
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令和６年度相談支援従事者指導者養成研修会 PG０４



２ ． 札 幌 市 の 相 談 支 援 体 制
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（令和８年4月1日現在）

札幌市障がい者相談支援事業所

（委託相談支援事業）
１９ヵ所

ワン・オール
（基幹相談
支援業務）

１ヵ所

～ 指 定 相 談 支 援 ・ 委 託 相 談 支 援 ・ 基 幹 相 談 支 援 ～

札幌市の人口：１９６.７万人

札 幌 市 の 相 談 支 援 事 業 の 体 制 （ 数 ）

指定（特定202・地域移行107・地域定着107・児童152）
相談支援事業所205ヵ所

障がい者相談支援事業 ＜計１９ヵ所＞

< 全障がい対応 ／ 常勤３名／（住宅入居等支援、虐待対応含む)>

ピアサポーター
配置業務
（５ヵ所）

障がい児等療育支援事業
< 出来高 >

（相談支援事業受託法人の中から希望
に従い市と契約）

地域支援員
配置業務

（１０区＝１０ヵ所）
基幹相談支援センター

運営業務＜１ヵ所＞

４.０人以上

常
勤
専
任
職
員
増
員

（17

ヵ
所
・38

人
）

※

基
幹
除
く

有資格者配置事業所
（16ヵ所・52人）

※基幹除く

Ｒ８年4月

経験ｽｷﾙｱｯﾌﾟ加算
（11ヵ所・21人）

※基幹除く
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計画相談支援等
マニュアル

札幌市障がい者
相談支援事業所
ガイドブック

相談支援に関わる札幌市からの発行物①

21

計画相談支援等
マニュアル 別冊

計画相談支援給付費
障害児相談支援給付費

様式集

令和3年度に、それまでは別々にあった、区役所用のマニュアルと、
事業所用のマニュアルが統合されました。なので、



地域相談支援
マニュアル

相談支援に関わる札幌市からの発行物②
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自立生活援助
マニュアル

地域相談支援
マニュアル 別冊

自立生活援助
マニュアル 別冊
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札幌市障がい者相談支援事業所ガイドブック ２～３頁



指定相談の給付費

•計画相談支援

•障害児相談支援

⇒ 計画作成（に必要なアセスメントを含む）

モニタリング

＋各種加算
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3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

例① 計画 モニ モニ

例② 計画 モニ モニ モニ モニ

例③ 計画 モニ モニ モニ モニ (モニ) モニ

例④ 計画 モニ モニ モニ モニ モニ モニ モニ モニ モニ モニ モニ モニ

※ お子さんの場合、例①が基本



基本報酬
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基本報酬
居宅介護
支援費重複
減算（Ⅰ）

居宅介護
支援費重複
減算（Ⅱ）

介護予防
支援費重複
減算

虐待防止
措置未実施
減算

業務継続
計画未策定
減算

情報公表
未報告減算

特別
地域加算

地域生活支
援拠点等機
能強化加算

計画作成

計画
相談
支援

機能強化型サービス利用支援費（Ⅰ） 2014単位 -582単位 -894単位

×99/100×99/100×95/100＋15/100

1月につき
500単位機能強化型サービス利用支援費（Ⅱ） 1914単位 -582単位 -894単位

機能強化型サービス利用支援費（Ⅲ） 1822単位 -582単位 -894単位
機能強化型サービス利用支援費（Ⅳ） 1672単位 -582単位 -894単位
サービス利用支援費（Ⅰ） 1572単位 -582単位 -894単位
サービス利用支援費（Ⅱ） 732単位 -54単位

障害児
相談
支援

機能強化型障害児支援利用援助費（Ⅰ） 2201単位 1月につき
500単位機能強化型障害児支援利用援助費（Ⅱ） 2101単位

機能強化型障害児支援利用援助費（Ⅲ） 2016単位
機能強化型障害児支援利用援助費（Ⅳ） 1866単位
障害児支援利用援助費（Ⅰ） 1766単位
障害児支援利用援助費（Ⅱ） 815単位

基本報酬
居宅介護
支援費重複
減算（Ⅰ）

居宅介護
支援費重複
減算（Ⅱ）

介護予防
支援費重複
減算

虐待防止
措置未実施
減算

業務継続
計画未策定
減算

情報公表
未報告減算

特別
地域加算

地域生活支
援拠点等機
能強化加算

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

計画
相談
支援

機能強化型継続ｻｰﾋﾞｽ利用支援費（Ⅰ） 1761単位 -633単位 -945単位 -20単位

×99/100×99/100×95/100＋15/100

1月につき
500単位機能強化型継続ｻｰﾋﾞｽ利用支援費（Ⅱ） 1661単位 -633単位 -945単位 -20単位

機能強化型継続ｻｰﾋﾞｽ利用支援費（Ⅲ） 1558単位 -633単位 -945単位 -20単位
機能強化型継続ｻｰﾋﾞｽ利用支援費（Ⅳ） 1408単位 -633単位 -945単位 -20単位
継続サービス利用支援費（Ⅰ） 1308単位 -633単位 -945単位 -20単位
継続サービス利用支援費（Ⅱ） 606単位 -243単位

障害児
相談
支援

機能強化型継続障害児支援利用援助費（Ⅰ）1896単位 1月につき
500単位機能強化型継続障害児支援利用援助費（Ⅱ）1796単位

機能強化型継続障害児支援利用援助費（Ⅲ）1699単位
機能強化型継続障害児支援利用援助費（Ⅳ）1548単位
継続障害児支援利用援助費（Ⅰ） 1448単位
継続障害児支援利用援助費（Ⅱ） 662単位

マニュアル13～17 別冊4～12



障害福祉
サービスの
利用者

地域相談支
援の利用者

障害児通所
支援の
利用者

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月12月 1月 2月 3月 4月

支

給

決

定
（
新
規
等
）

1月目

○支給決定の有効期間の終期月に、モ
ニタリングを実施。

○その結果、支給決定の更新等が必要
な場合は、サービス等利用計画案の
作成等を併せて実施。

○この場合、計画作成費のみ支給する。

支給決定の有効期間が
1年の場合

5月1日に新規に利用開始する場合の例

2月目 3月目

4月目 5月目 7月目6月目 8月目 9月目 10月目 11月目 12月目

6月目

12月目

11月1日

６月に１回実施

６月目

毎月実施

支給決定の有効期間が
６か月の場合

６月目 ９月目

３月に１回
実施

12月目

対象者 期間

①新規又は支給決定の内容に著しい変更があった者 １月間 ※利用開始から３月のみ

②集中的な支援が必要な者 １月間

③就労選択支援の利用者 １月間

④日中サービス支援型共同生活援助、就労定着支援、自立生活援助の利用者 ３月間

⑤居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、短期入所、自立訓練、
就労移行支援の利用者

３月間

⑥生活介護、共同生活援助（日中支援型を除く）、就労継続支援、地域移行支援、
地域定着支援、障害児通所支援の利用者

６月間
※65歳以上で介護保険のケアマネジメントを

受けていない者は３月間

⑦療養介護、重度障害者等包括支援、障害者支援施設、のぞみの園の利用者 ６月間

モニタリングの実施期間と実施イメージ

令和元年度 相談支援従事者指導者養成研修資料を一部修正

26

マニュアル26 に就労選択支援を追加
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令和６年度相談支援従事者指導者養成研修



28

令和６年度相談支援従事者指導者養成研修



札幌市障がい者相談支援事業所ガイドブック １６～１７頁

29



札幌市障がい者相談支援事業所ガイドブック １８～１９頁
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109.6 

352.7 

0.0
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200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

新規登録者数 総登録者数

令和6年度

委託相談各事業所の

平均登録者数（人）訪問
8%

来所相談
2%

同行
3%

電話相談
25%

電子メール
7%

調整会議・ケア会議
1%

関係機関と

の連絡調整
51%

その他
3%

令和6年度

委託相談の方法別割合

＜合計：130822＞
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項目
委託料

令和7年度

札
幌
市
障
が
い
者
相
談
支
援
事
業

（年
間
委
託
料
）

基本（指定管理者による運営、
基幹相談支援センターの場合は対象外）

17,101,000 円

ピアサポーター配置事業所 3,710,000 円

地域支援員配置事業所 4,450,000 円

常勤専任職員増員（一人につき） 4,000,000 円

基幹相談支援センター 24,083,000 円

有資格者配置事業所（一人につき） 296,000 円

経験・スキルアップ加算（一人につき） 296,000 円

事業所賃借料 120,000 円を限度／月

札幌市障がい者相談支援事業実施要綱より引用

＋消費税



相談支援体制の充実・強化に向けた取組について（札障第１５７号平成３０年（２０１８年）４月６日）別添３

33



令和５年度相談支援従事者指導者養成研修会 PGD-5 一部加工

札幌市の
場合は、
区役所か
お住いの
地区の委
託相談へ

34
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障害者相談支援事業の実施状況等について 別添資料1（厚労省）



36

市町村別データ（厚労省）

毎月 2ヵ月 3ヵ月 4ヵ月 6ヵ月 12ヵ月 その他

札幌市
881人
7.2%

3人
0.0％

5412人
44.3%

1人
0.0%

5472人
44.8%

9人
0.1%

430人
3.5%

全国
48785人

5.2％
10465人

1.1％
330446人

35.2％
7578人
0.8％

492268人
52.4%

21445人
2.3%

29027人
3.1%
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市町村別データ（厚労省）

毎月 2ヵ月 3ヵ月 4ヵ月 6ヵ月 12ヵ月 その他

札幌市
111人
3.9％

0人
0.0%

956人
33.8%

0人
0.0%

1765人
62.3%

0人
0.0%

0人
0.0%

全国
10658人

2.6％
4263人
1.0%

65495人
16.1%

11565人
2.8%

296342人
72.9%

5991人
1.5%

12095人
3.0%
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障害者相談支援事業の実施状況等について 別添資料1（厚労省）



39
市町村別データ（厚労省）

札幌市 55.7％ 84.7%
北海道 29.5% 57.4%
全国 15.8% 30.7%



３ ． 札 幌 市 の 協 議 会

40



平成１８年当初の
札幌市地域自立支援協議会

全体会

ネットワーク部会 運営評価部会

41

・『札幌市障がい者相談支援事業所ガイドブック』作成
・地域部会設置に向けて

・委託の相談支援事業所の運営評価
・類型の整理（Ａ型Ｂ型Ｃ型）



札幌市の協議会に「地域部会」という
「サブ協議会」ができたのは

• １９０万都市札幌に「協議会」が１つ
あっても、地域で生活する一人ひとりの
人の顔は見えない

• 協議会の役割を地域毎に
• 中学校区≒連合町内会単位に？
• 結局事務局体制を考えて、区単位に
• 先行区（東区・白石区）から順に設置
⇒地域部会は区毎の協議会

“部会”という名前に惑わされないで…

42



札幌市自立支援協議会組織図（令和６年７月１日）

全体会
・意思決定の場
【２５名以内／互選により会長と副会長／任期２年／臨時委員可】
地域部会長 １０名
専門部会長 ３名
学識経験者、医療、発達、社協、まちづくりｻﾎﾟｰﾀｰ、生活困窮

プロジェクトチーム

・特別の事項を調査審議
・運営会議委員が担当を持つ

運営会議
・協議会全体の運営に関する議論
会長、副会長 各1名
地域部会長 5名
専門部会長 ３名

Aさんの
支援ケース

Cさんの
支援ケース

Bさんの
支援ケース

Dさんの
支援ケース

ニーズから考えられる課題

地域部会
連絡会

地域部会（10区）

・障がい者やその家族等の
暮らしやすい地域づくりが目的

・地域課題の発掘・解決

協議会は、関係機関等（法第89条の３の「関係
機関等」をいう。以下同じ。）が相互の連絡を図
ることにより、地域における障がい者又は障がい
児への適切な支援に関する情報共有及び地域の障
がい福祉に関するシステムづくりに関し、中核的
な役割を果たす定期的な協議の場とするとともに、
障がい福祉計画の策定及び変更並びに障がい福祉
施策の総合的かつ計画的な推進について市長の求
めに応じ意見を述べるものとする。
【札幌市自立支援協議会設置要綱 第１条の２】

専門部会
連絡会

子ども部会

相談支援部会

就労支援推進部会・
分
野
別
に
情
報
共
有

・
部
会
員
の
資
質
向
上

・
課
題
解
決
へ
の

施
策
提
言
等

地域生活支援拠点検証委員会

地域生活支援拠点に関わる検
証、検討、報告
・地域生活支援拠点の事業所
・相談支援部会
・運営会議

43
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令和６年度 厚生労働省障害者地域生活支援体制整備事業「オンライン研修」研修資料



協議会における守秘義務の趣旨

●個別の事例を検討する際に課せられる。

●ねらい：全ての構成員に対して守秘義務をか

けることによって、障害当事者を含む支援関

係者の積極的な参加と、積極的な情報交換や

連携が可能となり、個別の事例の検討を通じ

た地域課題の抽出や検討が促進されることを

狙っている。

●範囲：個別の事例の検討等において共有され

る機密性の高い情報が対象

出典／令和６年３月 厚生労働省 （自立支援）協議会の設置・運営ガイドライン

課題として抽象化された場合
はその限りではない

45
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障害者総合支援法の条文によると

協議会の“目的”は、

障害者等への支援の
体制の整備を図る



• 協議会へ課題の報告

関係機関等が相互の連絡を図ることにより、

• 個別のニーズから地域課題の抽出

地域における障害者等への適切な支援に関する情報及び支援体制に関す
る課題についての情報を共有し、

• 地域課題の整理と分析

関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、

• 地域の支援体制の整備(地域課題の解決)

地域の実情に応じた体制の整備について協議を行うものとする。

障害者総合支援法の条文を読み替えると

協議会の“本来の役割”は、

47

１

２

３

４

出典／第39回札幌市自立支援協議会（全体会）資料（令和4年12月） 一部加工



協議会のプロセスと札幌市自立支援協議会

協議会のプロセス プロセス毎のアクション 札幌市自立支援協議会の場合

① 協議会へ課題の報告 事例を基にした
・問題提起
・困りごとの発信 等

13部会の何れかに報告

② 地域課題の抽出 報告された（または仮説など
に基づいた）課題についての
・意見交換
・地域課題の設定 等

報告された部会での検討

③ 地域課題の整理と分析 抽出された地域課題解決に向
けた
・情報収集
・取組提案
・取組のための場の設定
・協力者への依頼
・取組の実行 等

取組提案を基に、地域課題解決に
向けた取組みを、
・報告された部会で担うのか
・市域の協議会に報告して協力を
仰ぐのか

④ 地域課題の解決 取組結果（成果（物））に至
る経過の確認

課題整理状況一覧
（市域協議会への報告課題）

１

２

３

４

48

出典／札幌市自立支援協議会好事例集（令和5年3月） 一部加工



「地域課題の解決」＝ 地域で暮らす障がい者の夢の実現へ

地域の力

行政の力

自立支援協議会において
「地域の関係機関」と「行政」は車の両輪

49



協議会の３つの約束＋α

• 尊重
–自分の事も相手の事も

• 対等
–１人の参加者として

• 守秘
–安心して話せるために

• 柔軟性と、創造（想像）性で勝負！！

「慣れ」も重要な

要素です。

50



協議会のプロセス 継続的

51

協議会へ
課題の報告

地域課題の抽出

地域課題の
整理と分析

地域課題の解決

部会

運営
会議

全体
会

ＰＴ

ＷＧ

プロセスを実行する過程で、お
のずと果たされる「6つの機能」
がある

有期限

報告・提言

・複数同時進行
・繰り返し
・地域で行政を含む関係者が、一方的でなく双方向で協働
・さっぽろ障がい者プランとの関係の意識も

札幌市自立支援協議会の部会とﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑの整理

承認

札幌市全体の事業所を代表する部会長・副部会長・事務局とな
りうる事業所が複数あり、障がい福祉課が部会運営を任せるこ
とが可能と認めることが部会化の必要条件である。
〇 現に各専門部会の事務局会議は、委託相談、ナカポツ、
療育支援事業等の札幌市から委託を受けている事業所が複
数存在することで、全市的・中立的なネットワーク構築の
役割を果たしており、札幌市が関わりながらも自主的な運
営が可能になっている。

〇 専門部会は、札幌市自立支援協議会設置要綱に基づいて
設置するもので、要綱改正も検討しなければならないこと
から、協議会内の議論で設置できるプロジェクトチームと
は異なり、札幌市が行政推進上必要と認めることが必要で
ある。

※スライド58参照

（令和２年１月２９日）

出典／第39回札幌市自立支援協議会（全体会）資料（令和4年12月） 一部加工

１

２

３

４

※スライド62参照



部会単独
で取組む

市域協議
会に報告
して協力
を仰ぐ

①～④を実行するためには（イメージ）

１

２
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１ ４

行政（区役所）
の部会担当者

部会の事務局会議
や運営の会議

又は

この場で
解決

この場で
未解決
この場で
未解決

部会のｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸや
区毎意見交換会で
個別事例の報告検討

〔タイトル〕

〔それを感じた事例の概要〕

〔考えられる解決策〕

該当項目に☑（複数可）の上、具体的な解決策を記入

□ 関係者との認識共有による解決策
□ 制度に関する解決策
□ 制度外を含めた資源の有効活用による解決策
□ 研修や事例検討の実施等、相談支援の技術等向上による解決策
□ その他の解決策
【当所の意見】

【部会で行いたいこと】

※ 簡潔に要点の分かるタイトルを記載してください。

※年齢、性別、障がい名を先に記載してください。
※５W１Hを意識して分かりやすく記載してください。
【いつ。どこで。誰が。何を。なぜ。どのように（手段・方法）】

個別事例を基に
ニーズに応える術が
ない等の困りごとと
考えられる解決策
等をシートに記載

１

課題解決に向けた
取組提案

課題解決に向けた
取組提案

３

地域課題の解決（に近づく）地域課題の解決（に近づく）４

課題や取組に優先順位を付けながら、
繰り返し 又は 同時並行

課題の報告

地域課題の抽出（設定）

取組のための場の設定
協力者への依頼

個から
地域へ

サービス担当者会議

市
域
の
課
題

区
域
・
領
域
の
課
題

研修会する
ならここで

地域課題の整理と分析



定例会（中央区地域部会）

53

前半：まなびば

（数十名の参加者）

•私の、とある一日

•障害者差別解消法

•障害者虐待防止法

•相談支援の現状と課題

•障がい・疾病の理解

•生活困窮者自立支援制度

•介護保険制度

•支援学校について

•さっぽろ障がい者プラン

•市営住宅について

•保護観察所

•住まい探し

•消費者金融 ・・・

後半：しゃべりば

（6～7名のグループ）

•こんなとき、他の事業所
はどうしているの？

•こういうことって、他の
人はどう考えるんだろう？

•諦めやバーンアウト予防

•お土産を持ち帰れる

•セミオートマチック（半
自動）課題整理システム

・色んな人が集まる
・講師のその後の参加も

・地域課題への気づき
・共有の為に事務局メン
バーが各Ｇの記録係

定例会の基本形の流れ（２時間）

お仕事体験
の場を探し
ています！

性のトラブ
ルってあり
ませんか？

元気さーち
の使い勝手
がもっと良
くなったら
いいな。

解決へ

中央区で

市域に

ここを
整理する
と・・

共催やイベントで
協議会の周知にも

▲★●■！

参考／平成29年度中央区

地域部会の活動方針につい
て

１

２ ３

４

２ ３

４

２ ３

４

１

１

？

／

／

／

１４
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～

当時の元気さーち更新ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ 今でも、
札幌市障がい福祉課からの
地域部会お知らせメールに



http://one-all.net/wp-content/uploads/2023/04/202303sapporo-kyougikai-koujirei.pdf
（ワン・オール ホームページ）
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個別支援主査や
精神保健福祉
相談員も対象
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防災マップの取組（清田区地域部会）
清田区地域部会全体会

（2019年1月23日）の様子

清田区地域部会等研修会

（2019年9月18日）の様子

60

ワン・オールブログより
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令和６年度 厚生労働省障害者地域生活支援体制整備事業「オンライン研修」研修資料



• 障がい者計画（通称／者計画）
– 根拠法：障害者基本法

– 障がいのある人の自立や社会参加のための
支援等について、その基本的な施策を定め
るもの

• 障がい福祉計画（通称／者無し計画）

• 障がい児福祉計画
– 根拠法：障害者総合支援法・児童福祉法

– 障害福祉サービスや障害児通所支援サービ
ス等に係る提供体制の確保に関し、サービ
スごとの必要な量の見込みなどについて定
めるもの
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『さっぽろ障がい者プラン2024』の策定体制

計画検討部会には、協議会会長と
三専門部会長が委員として出席。
計画検討部会の前には、協議会と
してどのような意見を出すか、
打合せを行います。
次期プラン改訂について、相談支
援部会では令和７年度に“課題整
理チーム” （部会長、副部会長、
立候補、基幹）を設置して検討し
ました。

さっぽろ障がい者プラン2024



ありがとうございました。
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